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ルンビニ結核対策モデルプロジェク ト(第1期)の 報告
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THE FIRST-THREE YEAR REPORT OF THE TUBERCULOSIS CONTROL

 PROJECT, LUMBINI, RUPANDEHI

Hidenori MASUYAMA*, Akira TAKASE,

 Masakazu AOKI, Tadao SHIMAO

The Tuberculosis Control Project, Lumbini, Rupandehi (TCPLR) is a bilateral coopera-
tive venture between two NGO's, the Nepal Anti-Tuberculosis Association (NATA) and 

the Japan Anti-Tuberculosis Association (JATA), which consists of planning and imple-

menting pilot tuberculosis control activities in Lumbini, Rupandehi district in Nepal, 

aiming at achieving high cure rate of newly detected smear—positive pulmonary tubercu-
losis patients before introducing DOTS strategies. Between December 1993 and July 1996, 

349 tuberculosis (TB) cases were enrolled in the TCPLR.

The categories of cases were as follows: 138 cases (40%) of new smear—positive pulmo-

 nary TB [new  Sm(+) PTB], and 54 cases (15%) of smear positive pulmonary TB other 

than new Sm(+) PTB [other Sm(+) PTB] including such cases as continued treatment

 and relapse, 106 cases (30%) of new smear—negative TB [new Sm(-)TB], and 51 cases

 (15%) of other smear—negative TB other than New Sm(-) PTB [other Sm(-) TB]. The
 number and proportion of new Sm(+) PTB cases enrolled in the project have been in-

 creasing [6 cases (23%) for the first year, 102 cases (54%) for the third year] although 

the proportion is still low (40% overall).

The regimens of chemotherapy in the initial intensive and the continuation phases of 
treatment according to the categories of TB were as follows: New Sm(+) PTB; 2HRZE(S)/ 
6HE, other Sm(+) PTB; 2HRZES/1HRZE/5HRE, and Sm(-) TB; 2HRZ/6HE. The pro-

portion of cases treated by the appropriate regimen of chemotherapy has increased. 
The cohort analysis of the treatment outcome of the cases enrolled in the project 

showed the following. The proportion of cured cases plus smear—unconfirmed cases com-

pleting treatment among new Sm(+) PTB was 74% overall, however, the proportion of
 defaulters increased in the third year.

The proportion of cured cases plus smear- unconfirmed cases completing treatment
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among other Sm(+) PTB cases was 66% overall, which is slightly lower than that of 

new Sm(+) PTB cases, however, the  difference was not so marked. The proportion of 

treatment completed cases among smear—negative pulmonaly TB cases was 77% overall, 

however, proportion of defaulters increased in the third year.

The treatment outcome in this report was obtained  before the adoption of DOTS 

strategies: However, it showed that cure and treatment completion rates were compara-

ble to those obtained in the SEARO countries which adopt DOTS starategies. The treat-

ment outcome could be improved after the introduction of DOTS strategies in 1997.

Key words: International cooperation, NG0s, 

Tuberculosis, DOTS, Cohort analysis, Nepal

キ-ワ-ズ:国 際協力,非 政府機関,結 核症,直

接監視下短期化学療法,コ ホー ト解析,ネ パール

は じめ に

日本の結核分野における国際協力は,1950年 代 より世

界保健機関(WHO)へ の人材派遣,国 際結核肺疾患予

防連合(IUATLD)へ の参加,1960年 代 より政府ベー

スの2国 間協力,民 間ベースの協力,日 米医学協力等,

さまざまな分野で行われてきたことは周知の事実である｡

ネパールにおいても,日 本の医療協力では,結 核の分野

が歴史的にもその中心 となっており,1960年 代初めより

主としてポカラを中心 とする西部地域で,岩 村1),梅

村2),廣 田3),等 数々の業績が残 されてお り,ま た国

際協力事業団(JICA)ネ パ ール結核対策 プロジェク ト

による日本,ネ パール2国 間政府協力 も1987年 に開始さ

れた4)5)。

結核予防会(JATA)は,上 記のネパールにおける

結核対策のうち,JICAに より行われた事業については

調査団や専門家の派遣に協力 し,カ ウンターパートの研

修員の受け入れも行ってきた。途上国での結核対策の最

も重要な課題は発見された患者の治療率を向上させるこ

とであるが,こ れがNGOと しての民間ベースの協力下

で,可 能か否かを検討するため,計 画実施されたのが,

本報告で述べるルンビニ結核対策モデルプロジェク ト

Tuberculosis Control Project, Lumbini, Rupan-

dehi(通 称ルンビニプロジェク ト,略 称TCPLR)で,

新たに発見された結核患者を高率に治癒させることを目

的としたJATAと ネパール結核予防会(NATA)の 共

同モデル結核対策事業である｡

以下,ル ンビニプロジェク トの成果につき報告 し,今

後の結核対策の展望と課題について考察する。

対象 ・方法

本プロジェク トは,JATAとNATAと の間で,1993

年12月 に島尾忠男(JATA会 長)を 団長 とする実施調

査団が現地を訪れ,団 長 とNATAプ ラダン会長が事業

の開始に合意し議定書に調印し開始 された｡実 施期間と

しては,第1期 が1993年12月 より96年11月 まで,ま た第

2期 が1996年12月 より3年 間(1999年11月 まで)で 現在

進行中である。WHOは1985年 以降結核対策の新 しい戦

略としてDOTS(直 接 監視下短期化学療法)を 中心 と

する考え方を導入したが,今 回の研究はDOTS導 入前

の第1期 に係わるものである｡

1.実 施対象地区

第1期 の実施対象地区は,ネ パール王国西部 地域

(Western region)ル パ ンディ県内のルンビニ ・ヘル

スポス ト管内(1994年7月 にヘルスセンターに昇格)で

あ り,イ ンド国境に接 した農村地域である(図)。 対象人

口は約2万 人。ルンビニ ・ヘルスセンターはネパール政

府の管轄する診療から予防接種,母 子衛生業務などを行

うための多目的保健センターであり,こ こに結核対策業

務をどのように統合するかを試み,そ の成績を観察した。

II.病 類

病類は,ネ パール結核対策6)の 規定により分類 した。

塗抹陽性肺結核新患:今 回初回治療か,今 回登録以前

に4週 以内の抗結核薬の投与を受けた患者。

その他の塗抹陽性肺結核:以 下の3者 が含まれる｡

i)再 燃:コ ホート解析 における治癒または治療終了

後,今 回登録時再度塗抹陽性となった患者。

ii)治 療失敗:治 療開始後5カ 月を過ぎても塗抹陽性

が続 く患者｡

iii)脱 落後の再治療例:前 回治療時60日 以上服薬が

中断され,今 回治療再開した患者。

塗抹陰性肺結核新患:今 回治療開始時,塗 抹陰性で,

今 回初回治療か,今 回登録以前に4週 間以内の抗結核薬

の投与をうけた患者｡

その他の塗抹陰性肺結核:新 患以外の塗抹陰性肺結核

の患者。
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図 第1期 の 実 施 対 象 地 区,ネ パ ー ル 王 国西 部 地域(Western region)ル パ

ンデ ィ県 の ル ン ビニ ・ヘ ル ス ポ ス ト管 内

III.化 学療法の処方

ネパールの結核対策7)の 中では,受 け入れた患者の

症状により,治 療開始後2カ 月間(そ の他の塗抹陽性肺

結核患者は3カ 月間)の 適切な処方が指示されている。

その内容は以下のごとくである。

塗抹陽性肺結核新患

HRZE(S)

その他の塗抹陽性肺結核患者

HRZES

塗抹陰性の肺結核患者

HRZ

(H:ヒ ドラ ジ ド,R;リ フ ァ ン ピ シ ン,Z:ビ ラ ジ

ナ マ イ ド,E:エ タ ン ブ トー ル,S:ス ト レ プ トマ

イ シ ン)

また維持期の処方については,塗 抹陽性肺結核新患は

6カ 月間HE,そ の他の塗抹陽性肺結核患者 は5カ 月間

HRE,塗 抹 陰性の肺結核患者は6カ 月間HEと 指示 さ

れている。

IV.治 療成績の解析

治療成績の解析方法は,WHOの モ ジュールで示 され

ているコホー ト解析で行った8)9)。

今 回は第1期 の症例の治療成績を1998年2月 に,治 療

期間終了後,少 なくとも8カ 月以上経過 した時点で,判

定 した。

判定は,WHOの 示す以下の6つ のカテゴリーに分類

した。

①治 癒

治療開始時,塗 抹陽性で規定の治療期間投薬をうけ少

なくとも1カ 月の間隔をおいて,治 療期間内に喀痰検査

で2回 塗抹が陰性化 し,そ のうちの1回 は治療終了の月

に検査されている者。

②治療完了

治療開始時,塗 抹陽性で規定の治療期間投薬をうけた

が,治 療中の菌検査成績が①に示 した基準を満たさない

か,ま たは,治 療開始時塗抹陰性で,規 定の治療期間投

薬をうけた者。

③死 亡

治療期間中に死亡(原 因は問わない)し た者｡

④治療失敗

治療開始時,塗 抹陽性で治療開始後5カ 月を過ぎても

塗抹陽性の者。

⑤治療脱落

治療期間中,60日 以上服薬または注射をうけなかった

者｡

⑥転 出

治療期間中に,他 の治療センターに移った者。

V.活 動内容

協力活動としては,本 来ネパール政府側が施行すべき

結核対策のうち,人 員や予算の関係上政府側のみでは実

施できない部分を,NATAが 一部を代行し,JATAが

経済的支援と技術的助言を行うこととした｡具 体的には,

NATA側 は以下の結核対策を企画実施することに責任

を持つこととした｡① 事業実施に必要な要員 ・資材の確

保。②新たに発見された結核患者を対象に,登 録 ・管理

システムの整備と維持。③同じ患者を対象に,確 実な服

薬 と治療完了を目的として,衛 生教育,家 庭訪問等の実
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施 による支援活動。一方JATA側 は,事 業遂行に際 し

て年に1～2回 技術的助言を与え,必 要な経費の一部を

負担することとした°

成 績

1.患 者分布 と分類

この3年 間に治療を行った患者数は349名 で,表1に

みるように,24歳 以下が22.9%,25～54歳 が60.5%を 占

め,55歳 以上は16.6%の みであった。表2に 病類別の分

類を示 したが,3年 間の総計でみると塗抹陽性例が55%

を占め,他 は治療開始時には塗抹陰性であった。

II.化 学療法の処方

受け入れた患者の病類別に,適 切な処方が用いられた

割合を見ると表3の ようになっているとお りで,第1年

目には38%に 過 ぎなかったが,第2年 目には63%,第3

年 目には81%へ と,適 切 な処方で治療 される患者の割

合が著明に増加 してきている｡

表1全 症例の性 ・年齢分布表

III.治 療 成 績

病類別に治療成績を見ると,表4,5,6の とお りであ

る。治癒率と治療完了率をあわせた治療成功率を3年 間

の総数でみると塗抹陽性の新患で74%,そ の他の塗抹

陽性で66%,塗 抹陰性の新患で77%で あった。第3年

目に塗抹陽性肺結核新患と塗抹陰性肺結核新患で脱落が

それぞれ17%あ るいは36%と 著明に多 くなった。

考察(今 後の展望と課題)

ネパールにおいては,わ が国は もちろん英国10)11)を

は じめ,カ ナダ12),ド イ ッ等多数の国々が結核対策を

含む医療協力を展開してきた。JATAで は結核対策に

対する国際協力活動を主な事業の1つ としているが13),

今回はNGO単 独 の協力事業 として,本 プロジェク トが

行われた。

1.対 象の特徴について

日本と異なり,生 産年齢層に患者が集中している｡ま

た性比は男性:女 性は約3:1で,ネ パール国全体のそ

れと一致した。プロジェク トが受け入れた患者数は毎年

増加 し,其 の中で最 も重点が注がれなくてはならない塗

抹陽性の肺結核の新患数の割合 も増加 している｡

1.治 療成功率 と脱落率について

ネパール王国全体では,塗 抹陽性の患者発見率は50

%,塗 抹 陽性新患の治癒率50%で ある14)｡

JICAの データによれば5),JICA援 助地域の治療成

功率は78%で あった。またEasternRegion(東 部地

域)でNGOと して活動しているBritainNepalMedi-

calTrustの1996年 の報告15)で も78%で あった。 これ

らの成績より考えられることは,外 国からの結核対策に

関する技術協力がある地域では,か なり高い治療成功率

が得 られているが,国 全体での治療成功率を上げること

の難 しさを示 している。

表2治 療を行った患者数とその病類別

括弧内は当該年の解析総数に対する病類別患者数の割合
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表3病 類別適切な処方例の占める割合

当該年の適切な処方例数/当該年の各病類別総数
括弧内は当該年の各病類別総数に対する適切な処方例数の割合

表4治 療成績(塗 抹陽性肺結核新患)

括弧内は当該年の解析総数に対する割合

表5治 療成績(そ の他の塗抹陽性肺結核)

括弧内は当該年の解析総数に対する割合

WHOは,発 展途上国においても塗抹陽性新患の治療

成功率向上をめざして,DOTSを 導入 し,85%の 目標を

提唱している16)が,ネ パールの属するWHOの 南 東ア

ジア地域事務局(SEARO)の 管 轄地域内のDOTS下

での治療成功率は,バ ングラデシュ73%(1995年),ブ ー

タン71%(1995年),ミ ャンマー66%(1996年),イ ン ド

79%(1996年),ス リランカ79%(1996年)で あり17),

またSEARO全 体 でも,DOTS下 での治癒率66%,治

療完了率8%(治 療 成功率74%)で あ り18),SEARO

内の国々でそれを達成 しているところは少ない｡本 プロ

ジェク トにおいては,DOTSを 導入前にもかかわらず

SEAROのDOTS導 入の他の国々と同程度の成績 をし
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表6治 療成績(塗 抹陰性結核新患)

括弧内は当該年の解析総数に対する割合

めし,プ ロジェク トについての一定の成果が得られたと

考える。

治療成功率が第3年 次に低下 したが,年 次別の性,年

齢構成に差はなく,そ の意味でのバイアスはなかった｡

脱 落率が上昇 したためと考えられた。脱落率は内外文

献18)～22)に よると3～23%で あ り,今 回,第3年 目に

脱落が17%と 多 く見られたが,ル ンビニヘルスセンター

管内はインド国境に近 く,2HRZE/6HEな どの優 れた

化学療法を無料で受けられるという情報が拡がり,イ ン

ドからの参入者が増え,こ の中に脱落者が多く含まれた

のではないかと推測された｡

Tanzaniaで の報告19)に よると,shortcourseche.

motherapy導 入時55%で あった治療成功率が導入後4

年で79%ま で改善したが,DOTS導 入 の前で塗抹陽性

初回治療例の治療成功率が74%と い うのはほぼ受 け入

れられる成績 と言えよう。しかし第3年 目に脱落率が増

加 していることを考えると,当 プロジェク トの改善が強

く望まれた。しかし幸い,1996年11月 以後,ネ パール国

立結核センター(NTC)の 指導が当ヘルスセ ンターに

も強化され,第2期 でDOTS戦 略23)が 導入されること

となったので,本 プロジェクトにおいても,今 後WHO

の提唱する塗抹陽性新患の治癒率85%を 上 回る成功率

が期待される。

III.本 プロジェクトの実際と今後の課題

本プロジェクトでの実際の患者発見より治療までの手

順としては,咳 ・痰等のある者が受診すると診療は医介

補が行い,結 核疑いであれば検痰 を指示する｡痰 の塗抹

鏡検はNATAよ りの技師が施行 し,医 介補は再度の来

診と早朝痰,受 診時の痰 を出すことを指示する。治療が

必要ということになれば,保 健医療助手が治療カー ドを

作 り患者に必要事項を指示する。患者には診療券を渡し,

翌 日来診を指示 し,翌 日受診すれば保健医療助手は診療

券と照合 し治療カードを出し投薬する｡2日 連続 して受

診がなければhomevisitor(NATA雇 い上 げ)が 家

庭訪問,と いうことになっている。診療は当時のルンビ

ニ ・ヘルスポス トを利用 して行ったが,ヘ ルスポス トの

職員のみでは,プ ロジェク トの実施が困難 なため,

NATAの ルパンディ地区支部が臨時職員として調整員,

homevisitorを 雇用し,菌 検査 とX線 検査 はルパ ン

ディ地区病院に委嘱して行った。途中から菌検査担当者

については,NATAよ り臨時職員を雇用 した。 また

1994年7月 からはヘルスセンター昇格以後,常 勤の医師

も配置され,さ らなる診療の強化がなされた。

治療率をさらに向上 させ,ま たモデル地域を拡大する

ため,第2期 においてはルンビニ ・ヘルスポス ト管内全

地域(対 象人口約10万)に 拡大 し,国 の結核対策が

DOTSを 導入 したことに合わせて,こ のプロジェク ト

もDOTSを 導入 し,ル ンビニ ・ヘルスセンターと2つ

のヘルスポス トをサブセンターとして新 しい協力を始め

ているが,今 後の課題としては,雨 期のDOTS対 策,

現場での結核対策業務の中での国側(NTC,ポ カラに

ある西部地域結核センター,ル パンディ県衛生部,ヘ ル

スセンター)とNATAの 役割分担の明確化,サ ブセン

ターへのhomevisitorの 配置,菌 検体の移送の問題

薬の副作用への対応等が挙げられ,今 後JATAとNA

TA,NTCで 組織された調整委員会において解決方法

が検討されていくこととなる｡

本プロジェク トでの治療成功率は,SEARO全 体,

ネパール国内とともに,決 して低い値ではない。高い治

療成功率を得るための,NGOと しての1つ の援助形式

を本プロジェク トは提供 していると考える｡し かしこの

形式 も完全ではなく,WHOの85%治 療成功率をめざし

て,DOTSを 導入 した第II期 のプロジェク トが進行 中

である。
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